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第２章 離島 ICT 利活用促進事業に関する検討委員会（第１回） 

	

	 本章では、平成 30 年度に 3回開催された委員会のうちの第１回目の内容を紹介する。	

 

2.1 開催概要 

	 第 1 回目の委員会の開催概要は、以下のとおり。	

1. 日時：平成 30 年７月 30 日（月）	 13 時 30 分～16 時 00 分	

2. 場所：沖縄県庁 12 階第１会議室	

3. 次第	

(1) 開会のあいさつ	

(2) 委員紹介	

(3) 委員長選出	

(4) 議事	

① 離島におけるICT利活用促進に関する本県の取組と今年度の業務概要について	

② 移住促進・テレワーク関連の先進事例調査結果と論点の整理	

③ 電子図書館の先進事例調査結果と論点の整理	

④ 離島 ICT 活用モデルについて	

(5) その他の分野についての意見交換	

(6) 今後のスケジュール等の確認	

(7) 閉会	

4. 配付資料	

資料 1	離島における ICT 利活用促進に関する本県の取組と今年度の業務概要について		

資料 2	移住促進・テレワーク関連の先進事例調査結果と論点の整理	

資料 3	電子図書館の先進事例調査結果と論点の整理	

資料 4	離島 ICT 活用モデルについて	

資料 5	今後のスケジュール等について	

5. 出席者	

＜委員（敬称略、順不同）＞		

名嘉村	盛和	 国立大学法人琉球大学工学部知能情報コース	教授	

久恒	達宏	 沖縄総合通信事務所	所長	

永井	義人	 (一財)沖縄 IT イノベーション戦略センター	専務理事	

比屋根	隆	 (株)レキサス	代表取締役	

饒平名	知寛	 (株)沖縄ソフトウエアセンター	代表取締役社長	



 8 

善平	勝	 	 宮古島市役所	企画政策部次長兼情報政策課長	

通事	太一郎	 竹富町役場	政策推進課長	

中村	幸雄	 久米島町役場	プロジェクト推進課長	

小嶺	長典	 与那国町役場	企画財政課長	

	

2.2 議事内容 

第 1回委員会での議事内容は、以下のとおり。	

 

2.2.1 離島における ICT 利活用促進に関する本県の取組と今年度の業務概要につい

て 

	最初の議事として、沖縄の離島における ICT 利活用促進に関するこれまでの取組と今後の業

務概要が紹介された。以下の項目①から③までは、過去に実施された離島 ICT 利活用事業で

ある。	

	

① 離島ＩＣＴ実証・促進事業（事業期間：平成 25 年度～平成 28 年度）	

	

	

② ICT 利活用による離島高齢者等の見守り・健康管理実証事業（事業期間：平成 26 年度～

平成 27 年度）	
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③ ＩＣＴ利活用による離島学力向上支援実証事業（事業期間：平成 26 年度～平成 28 年度）	
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	 さらに、今年度の事業として、以下の項目④の業務についての概要が紹介された。	

	

④ 離島ＩＣＴ利活用促進事業について	

 

 

2.2.2 移住促進・テレワーク関連の先進事例調査結果と論点の整理 

	 2 つ目の議事として、移住促進・テレワーク関連の先進事例が紹介され、調査結果をベース

として、沖縄における具体的 ICT 利活用促進事業案を検討する際の論点が示された。	

	 ここで示された県外の先進事例は、以下のとおり3。	

項目 先進事例地域 特徴 

事例 1	 島根県隠岐の島	 島は人口約 2000 人。テレワークなどで自立運営できる IT 職

能者をターゲットに過去 10 年間で 500 人の若年層が移住	

事例 2	 東京都式根島	 首都圏や関西、九州など各地から集結した IT 戦士たちが観光

客誘致に悩む式根島に集まり、島おこしにつながる IT システ

ムのアイデアコンペティションを実施。	

事例 3	 長崎県壱岐	 離島サテライトオフィスを開所し、壱岐市民を雇用して、高

                                                
3	先進事例の詳細は、第 5章で紹介する。	
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度な専門知識を必要としない支援業務（調査分析、レポート

作成、ウェブ広告運用、ライティング業務、ウェブサイト運営

支援など）を担当。	

事例 4	 大分県姫島	 県内外から IT 企業・人材を誘致する「姫島 IT アイランド構

想」を推進。人口約 2000 人の離島にリモートワークするため

のサテライトオフィスを整備し、東京の IT 企業 2社が進出。	

事例 5	 鹿児島県奄美大島	 ICT を活用して「フリーランスが最も働きやすい島」を目指

し、フリーランス人材の育成を目指した技術指導の講座を提

供し、クラウドソーシングを活用した仕事の請負をコーディ

ネート。	

	

これらの先進事例から、上記表の下線で示したような、取組の特徴を示すキーワードが抽出

された。この調査結果から、離島における移住促進・テレワークの推進を考える際には、拠

点整備の他に、テレワークに適した業務を行うための人材育成や、仕事の請負をコーディネ

ートする仕組みが必要であることが示唆された。	

	 上述の調査結果を踏まえて、離島におけるテレワークの促進をターゲットとした場合に求

められる具体的 ICT 利活用促進事業案の検討に際して、以下のポイントや論点が示された。	

	

	 加えて、沖縄の離島で実施する事業案を議論するための原案が示された。	
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論点
①そもそも離島には仕事がないので作る必要があ
るが、単にITを活用した拠点を作っただけでは仕
事はつくれないのではないか。

②地元にハローワークのような仕事をあっせんす
る仕組みがなくマッチング不足ではないか。

③観光×ITのように、まず人の流れを作るためIT
を利用することが必要なのではないか。人が来れ
ば、それなりの仕事が増えるのではないか。

④いままでの施策に副業の視点が欠けているので
はないか。

⑤移住者や観光客と地元住民のトラブルや嫌悪状
態をどうするのか。

⑥広域的或いは複数の離島において実施すること
により、効果が高まるか。
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2.2.3 電子図書館の先進事例調査結果と論点の整理 

	 ３つ目の議事として、電子図書館に関する取組の先進事例が紹介され、調査結果をベース

として、沖縄における具体的 ICT 利活用促進事業案を検討する際の論点が示された。	

	 ここで示された県外の先進事例は、以下のとおり4。	

	

項目 先進事例地域 特徴 

事例 1	 兵庫県播磨科学公

園都市圏域定住自

立圏電子図書館	

４市町を含めた地域に対して、たつの市が民間サービスの利

用を一括契約し、広域的に電子図書館サービス導入すること

によるコスト削減を図っている。	

事例 2	 大阪市立図書館電

子図書館サービス	

既存の図書館が、従来の紙媒体のサービスに加えて、パソコ

ン等で利用する電子図書館サービスを自宅からも利用できる

形で導入した。	

事例 3	 早稲田大学図書館

VR（バーチャルリ

アリティ）	

VR（バーチャルリアリティ）ビュワーを図書館オリジナルノ

ベルティとして無料配布した。これにより 3D 映像を使った電

子絵巻などのコンテンツを閲覧できるようにした。	

	

	 これらの先進事例から、上記表の下線で示したような、取組の特徴を示すキーワードが抽

出された。この調査結果から、離島における電子図書館の利用推進を考える際には、民間サ

                                                
4	先進事例の詳細は、第 5章で紹介する。	
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ービスを広域的に導入する際のコストメリットや、図書館外での利用や、従来型の図書に限

らないマルチメディアコンテンツの利用への配慮が必要であることが示唆された。	

	 上述の調査結果を踏まえて、離島における電子図書館の利用促進をターゲットとした場合

に求められる具体的 ICT 利活用促進事業案の検討に際して、以下のポイントや論点が示され

た。	

	

	 加えて、沖縄の離島で実施する事業案を議論するための原案が示された。	
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論点
①単に電子図書館システムを入れただけ
では利用されないのではないか。

②電子図書の貸出だけではなく、高速／
高機能のITシステムを広く活用してもら
うようにする必要があるのではないか。

③広域的或いは複数の離島において実施
することにより、効果が高まるか。

④産業振興や移住促進、テレワークにど
のように結びつけるのか。

⑤システムの提供だけではなく、それを
活用する場の形成が必要ではないか。

⑥教育×ITの活用をどのように具体化す
るのか。

A島、B島…
の

住民・移住者
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2.2.4 離島 ICT 活用モデルについて 

	 第１回目委員会における議事の最後に、上記のテレワークおよび電子図書館の事業に加え

て、さらなる発展的活用や、他の分野における ICT 利活用についての議論がなされた。	

	

	

2.3 議論概要 

第 1回委員会での主な意見は、以下のとおり。	

	

＜テレワーク事業関連＞	

〇 テレワークは、通信環境が拡充していないと実施が難しく、離島の中でのラストワンマ

イルの回線環境整備を伴わないといけない。	

〇 人材育成をやるときには、時間をかけなくても良いものと、そうでないものがある。時間

をかけないといけないものは、広域的にやった方がいい。教材などは共通化してスケー

ルさせる必要がある。	

〇 離島の中で、一人で勉強することは難しい状況なので、横連携することで、はじめてスキ

ルを向上していける。県全体へと規模を広げてゆけばよい。	

〇 移住促進なのか、定住促進なのか。さらに突きつめて、交流人口のどこを狙って行くのか

も議論をした方がいい。	

〇 ライティングや HTML の仕事は 10 年後になくなるかもしれない。そういう仕事を持ち上

げていって住民の方の仕事をシフトチェンジしてもいいのか不安がある。	

〇 実際にテレワーカーが、どこから集まってきて、どういう仕事をだれがどうやって割り

振るのか、プランニングしておく必要がある。	

〇 今回の事業案では、移住してきた人も、今の住民の方も共に活用できることを考えてい

る。	

〇 10 年スパンで見ると、テレワークの業務が高度になってくるだろう。その際のプロジェ

クトを並行して準備しておくほうが良い。地元の中高生との交流など、将来を見据えた

（人材育成の）環境づくりをしておいたほうがよい。	

	

＜電子図書館事業関連＞	

〇 広域でやったほうが、コストが下がるのか。コストが下がるのであれば広域でやる意味

があると思う。きちんと調べた方が良い。	

〇 古い文献などでなければ、今は昔と違って Amazon で本を買えば送料無料で届くので、そ

のサービスで足りるのではないか。	

〇 他の地域と比べて読書熱があがった、小学低学年の子供達の学力が上がったなど、教育
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格差が改善されたとかのデータを検証すべきではないか。	

〇 県立図書館の計画とうまく連動するような実証実験にするのが良いのではないか。もし

県立図書館と連携できない場合は、実証実験後どのように継続するのかを考える必要が

ある。県立図書館の情報を入手し、連携も含めて検討する必要がある。	

	

＜その他の分野＞	

〇 事務局で拾えるテーマがあれば、委員のみなさんには、資料として提示願いたい。	

	

	

2.4 まとめ 

第 1回委員会での議論の結果、テレワーク事業と電子図書館事業の両事業について、以下の

留意点について必要な調査や検討を行い、次回の委員会においてブラッシュアップされた事

業案の提案を行いながら、議論を深めることになった。	

カテゴリー	 留意点	 次回委員会で検討すべきこと	

テレワーク関連	

現在は、テレワークでライティング

や HTML などの業務を請け負うこと

ができるとしても、将来は、より高度

な業務に対応できるようにならない

と仕事が無くなってしまうのでは。	

テレワーカーのスキルが向上し、よ

り付加価値の高い仕事ができるよう

になるというシナリオを実現できる

ように、人材育成事業の拡充を考え

る。	

離島が個別に推進するのではなく、

広域的にテレワーク人材育成の事

業展開するメリットは。	

カリキュラムの共通化などの「人材

育成活動の効率化」のみならず、より

多くのテレワーカーが登録されるこ

とにより可能となる「受注活動のス

ケールメリット」についても検討す

る。	

電子図書館関連	

離島が個別に推進するのではなく、

広域的に電子図書館事業を展開し

たほうが、コストが下がるのか。	

離島が個別に推進するケースと、広

域的に展開するケースのコスト比較

をし、委員会に提示する。	

県立図書館との連携の可能性を検討

すべきではないか。	

県立図書館における電子図書館の取

組についての情報を入手し、委員会

で議論する。	

	 	


